
  

 

 
 

 

「新しい資本主義」で期待されるデジタル社会の実現 

―セキュリティトークンの活用で期待される資金調達手段の多様化― 

 

視 点 

2022年６月７日に閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 ～人・

技術・スタートアップへの投資の実現～（以下、「実行計画」という。）」では、新しい資本主

義に向けた重点投資項目の一つとして、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）が挙げられ

ている。また、地方圏にも広がる分散型のデジタル社会の実現に向けて、信頼性を確保したイン

ターネットの推進とともに、ブロックチェーン上でのデジタル資産の普及・拡大等、新たな価値

を創出する動きへの期待が示されている。 

そこで本稿では、実行計画の中で期待される資金調達手段の一つとして示されたセキュリテ

ィトークン（以下「ＳＴ」という。）に焦点をあてて解説した上で、当該事業に挑戦するＨａｓ

ｈ ＤａｓＨ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（株）の事例を紹介する。 

 

要 旨 

 実行計画を総括すると、変革に向けた実行計画を貫く大きな柱は、「二兎を追う」と「一極

集中から多極集中へ」の２つに集約されるといえよう。そして、これらの２つの柱を支える

ものとして、最先端のデジタル技術への期待が大きく示されている。 

 デジタル証券と言い換えられるＳＴは、2020年５月１日に施行された改正金融商品取引法の

第２条１項（電子記録移転有価証券表示権利等）および第２条２項（電子記録移転権利）で

明確に定められ、資金決済法上の「暗号資産とは別物」と位置付けられた。 

 Ｈａｓｈ ＤａｓＨ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（株）は、ＳＴを活用した不動産投資商品の開発に力

を入れている。当面、ＳＴを活用した不動産投資商品のラインナップ拡充に努めていくこと

で、投資商品としてのＳＴの認知度を向上させたい意向を強く持っている。将来は、投資対

象を広げていくとともに、ＳＤＧｓ支援にも貢献できる等の社会的意義を重視した投資商品

の開発により一層努めていきたいとしている。 

 ＳＴビジネスを巡る実証実験等を通じて、大手金融グループが構築しているＳＴの発行プラ

ットフォームをそれぞれ連携できるようにするデータの標準化やルールの策定、ＳＴの二次

流通市場の形成等への期待が高まっている。企業にとっては、資金調達手段の多様化につな

がり、投資家にとっては、新たな投資機会の獲得につながることが期待されている。 

 

キーワード 

新しい資本主義 デジタル社会 デジタルトランスフォーメーション 金融ＤＸ 

セキュリティトークン ＳＴ ブロックチェーン 代替性トークン 

SHINKIN 

CENTRAL 

BANK 

（２０２２．８．１） 

 

   

〒103-0028  東京都中央区八重洲 1-3-7 
 TEL. 03-5202-7671  FAX.03-3278-7048 
 URL  https://www.scbri.jp 

地域･中小企業研究所 

S C B 
産業企業情報 

２０２２－１１ 
 
 



©信金中央金庫 地域･中小企業研究所 

1 

産業企業情報 ２０２２－１１ ２０２２．８．１ 

目次 

はじめに 

１．「新しい資本主義」で期待されるデジタル社会の実現 

２．資金調達手段として期待されるセキュリティトークン（ＳＴ）の活用 

（１）ＳＴとは 

（２）ＳＴの活用に向けて 

３．Ｈａｓｈ ＤａｓＨ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（株）の挑戦 

（１）同社の概要 

（２）ＳＴを駆使した「地方創生」への取組み 

（３）ＳＴを駆使した今後の挑戦 

４．セキュリティトークン（ＳＴ）の活用で期待される資金調達手段の多様化 

 
 

  

 はじめに 

 2022年６月７日に閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 

～人・技術・スタートアップへの投資の実現～1（以下、「実行計画」という。）」では、

「デジタル田園都市国家構想2」のとおり、地方圏にも広がる分散型のデジタル社会の実

現に向けて必要な環境整備を図るという政府の姿勢が示されている。特に、「Ⅴ．２．

一極集中管理の仮想空間から多極化された仮想空間へ」では、以下の４つが明記されて

いる。 

  ① インターネットにおける新たな信頼の枠組みの構築 

  ② ブロックチェーン技術を基盤とするＮＦＴ（非代替性トークン）の利用等のWeb3.0

の推進に向けた環境整備 

  ③ メタバースも含めたコンテンツの利用拡大 

  ④ Fintechの推進 

 また、分散型のデジタル社会の実現に向けて、信頼性を確保したインターネットの推

進とともに、ブロックチェーン上でのデジタル資産の普及・拡大等、新たな価値を創出

する動きへの期待が示されている。 

 さらに、2018年９月７日に、経済産業省の「デジタルトランスフォーメーションに向

けた研究会」から公表された中間とりまとめ「ＤＸレポート ～ＩＴシステム「2025年の

崖」克服とＤＸの本格的な展開～3」をきっかけに、デジタルトランスフォーメーション

（以下、「ＤＸ」という。）はビジネスバズワードとなりつつある4。こうした中で、「金

融ＤＸ」への期待も高い。 

 
1 詳細は、内閣官房ホームページ（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/index.html）を参照。 
2 デジタル田園都市国家構想基本方針は、岸田文雄政権が標榜する「新しい資本主義」の重要な柱の一つであ
り、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指すことを表明したものである。 
3 経済産業省ホームページ（https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_transformation/ 
20180907_report.html）を参照。 
4 2021 年９月１日に、ＤＸを推進するため、デジタル庁が発足している。 
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 そこで本稿では、上記「④Fintechの推進」において、期待される資金調達手段の一つ

として示された、デジタル証券と言い換えられるセキュリティトークン（以下「ＳＴ」

という。）に焦点をあてて解説した上で、当該事業に挑戦するＨａｓｈ ＤａｓＨ Ｈｏ

ｌｄｉｎｇｓ（株）の事例を紹介したい。 

 

１．「新しい資本主義」で期待されるデジタル社会の実現 

 実行計画の冒頭では、新自由主義 5が、世界経済を大きく成長させた一方で、経済的格

差の拡大、気候変動問題の深刻化、過度な海外依存による経済安全保障リスクの増大、

人口集中による都市問題の顕在化、市場の失敗等による多くの弊害を生んだことが指摘

されている。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やロシアによるウクライナ侵

攻が引き合いに出され、「我々日本も、変革を迫られている」と表現している。 

 こうした問題意識の下で導き出されたのが「新しい資本主義 6」である。この「新しい

資本主義」を貫く基本的な思想として、「①「市場も国家も」、「官も民も」によって

課題を解決すること、②課題解決を通じて新たな市場を創る、すなわち社会的課題解決

と経済成長の二兎を実現すること、③国民の暮らしを改善し、課題解決を通じて一人ひ

とりの国民の持続的な幸福を実現すること」を挙げている。経済安全保障では、「外交・

防衛のみならず、持続可能で包摂性のある国民生活における安全・安心の確保を図る」

としている。「～も～も」という表現に代表されるとおり、「二兎を追う」方針が示さ

れているといえる。 

 また、「…成長の果実が、地方や取引先に適切に分配されていない、…」、「新しい

資本主義の象徴は地方・地域である。」等と表現されているとおり、「一極集中から多

極集中への転換」を図る方針が示されているともいえる。 

 これらを総括すると、変革に向けた実行計画を貫く大きな柱は、「二兎を追う」と「一

極集中から多極集中へ」の２つに集約されるといえよう。 

 この二本柱を支えるものとして、最先端のデジタル技術を活用することへの期待が大

きく示されており、地方圏にも広がる分散型のデジタル社会の実現に向けて必要な環境

整備を図るという政府の姿勢が示されている。そのうち、ブロックチェーン上のデジタ

ル資産の普及・拡大の観点からは、「Ⅴ．２．一極集中管理の仮想空間から多極化され

た仮想空間へ」において、以下が明記されている。 

 

（４）Fintechの推進 

 事業者のセキュリティトークン（トークンという形でデジタル化された証券：デジタ

 
5 1980 年代から 2000 年代にかけて、市場や競争に任せればうまくいくという、世界経済が成長する原動力の役
割を果たした考え方のこと。 
6 資本主義を超える制度は資本主義でしかあり得ないという考えが示され、「新しい資本主義は、もちろん資本主
義である」と表現している。 
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ル証券）での資金調達機会を拡大させ、個人投資家を含めた幅広い投資家層に投資機会

を提供し資産形成を促す。現在、セキュリティトークンのセカンダリー取引は、証券会

社との店頭取引に限られているが、私設取引システムにおいてもセキュリティトークン

を取り扱うことができるよう、速やかに制度整備を行う。 

 暗号資産交換業者が取り扱う暗号資産を新たに追加する際、認定自主規制団体の事前

審査に長期間を要している。利用者保護に配慮しつつ、審査基準の緩和を行う。 

 ブロックチェーン上で発行されるデジタルなアイテムやコンテンツ等のうち、同種の

ものが複数存在する場合、それが暗号資産に該当するかが不明確である。決済手段とし

ての経済機能を有するか否か等を念頭に、解釈指針を示す。 

 

 そこで以下２では、デジタル証券と言い換えられ、資金調達手段として関心の高まる

ＳＴに焦点をあてて解説をする。 

 

２．資金調達手段として期待されるセキュリティトークン（ＳＴ）の活用 

（１）ＳＴとは 

  大久保（2021）および村松（2021）は、ＳＴについて、「セキュリティ」と「トー

クン」に分解して説明している。「セキュリティ」は、株や債券等の「証券」である。

また、「トークン」は、定まった意味がないが、分かりやすく一言でいうと「価値や

権利を表象する電子的な記録」である。このため、ＳＴは、「デジタル証券」と言い

換えられている。なお、ＳＴを用いた資金調達は、ＳＴＯ（Security Token Offering）

と呼ばれている。 

  ＳＴが注目されたきっかけは、2020年５月１日における改正金融商品取引法（以下

「金商法」という。）の施行である。同法では、暗号資産に関する規制強化とともに、

電子記録移転有価証券表示権利等（同法第２条１項）および電子記録移転権利（同法

第２条２項）が規定された。前者は、株券や国債、地方債、社債等の有価証券として

発行されたＳＴであり、後者は、信託の受益権や集団投資スキーム持ち分 7等の形態

で発行されたＳＴである。このように、ＳＴは、金商法上で明確に定められ、資金決

済法上の「暗号資産とは別物」と位置付けられた。 

  （一社）日本セキュリティトークン協会 8は、ＳＴを図表１のとおり、定義してい

る。「一般的なＳＴ」の定義は、金商法上で定義されたＳＴに、不動産小口化商品を

トークン化したものを加えたものである。また、「広義のＳＴ」の定義は、一般的な

 
7 金商法では、「事業から生ずる収益の配当又は当該出資対象事業に係る財産の分配を受けることができる権
利」と規定されている。 
8 当協会は、「セキュリティトークンの技術、制度、ビジネスに関して、調査、研究、普及・啓発活動等を通じて、セ
キュリティトークンの品質向上を図り、セキュリティトークンを用いたエコシステムの健全性の確保に努めるととも
に、公正かつ自由な経済活動の機会の確保及び促進並びにその活性化による国民生活の安定向上に寄与し、
日本経済の健全な発展に貢献することを目的」に設立された（https://securitytoken.or.jp/）。 
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ＳＴの定義に、ゴルフ会員権やウ

イスキーの所有権等のさまざま

な権利をトークン化したものを

加えたものとなっている。 

  なお、ＳＴは、その発行、管理

をブロックチェーン上で行うが、

実行計画の「Ⅴ．２．（２）ブロ

ックチェーン技術を基盤とする

ＮＦＴ（非代替性トークン）の利

用等のＷｅｂ3.0の推進に向けた

環境整備」にあるＮＦＴとは異な

り、代替性がある（図表２）。す

なわち、ＳＴには、同じ価値を持

ち、同一のものと認識されるトー

クンが複数存在する 9。 

 

（２）ＳＴの活用に向けて 

  日本総合研究所（2021）によると、ＳＴを事業化した事例として、（株）ＬＩＦＵ

 
9 例えば、同じ１万円札であれば、シリアルナンバーが異なっても、同一の価値を持ち交換できるということ。 

（図表１）セキュリティトークンの定義 

 
（出所）（一社）日本セキュリティトークン協会ホームページ 

（図表２）「代替性」とは 

 
（注）ERC とは「Ethereum Request for Comments」の略で、ス

マートコントラクトの規格のこと。なお、イーサリアム

（ETH）のブロックチェーンを元に発行されたトークンを

ＥＲＣトークンという。 

（備考）各種参考文献を基に信金中央金庫 地域・中小企業研究

所作成 

代替性 非代替性

利用対象
暗号通貨、セキュリティトーク
ン等（数量的なもの）

ゲーム、アート、スポーツ、不
動産、会員権等（１点もの）

改ざんやコピーへ
の不安等

あり なし

データ所有者の
特定

不可 可

製作者の特定 難 易

分割 可 不可

トークン規格 ERC20
注 ERC721
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ＬＬとＳｅｃｕｒｉｔｉｚｅ Ｊａｐａｎが提供する不動産特定共同事業者向けＳＴ

Ｏプラットフォームにより、（株）エンジョイワークスが運営する「葉山の古民家宿

づくりファンド」を、一般投資家向けの不動産ＳＴＯとして実施した取組みが挙げら

れる 10。なお、本取組みは、金商法上のデジタル証券ではなく、不動産特定共同事業

法上のＳＴの活用事例となる。 

  実証実験として、（株）三井住友フィナンシャルグループとＳＢＩグループ等 11は、

2022 年４月 28 日に認可を得た私設取引所の運営会社「大阪デジタルエクスチェンジ

（ＯＤＸ）」において、2023年を目途に、ＳＴを取り扱う方針を示している 12。また、

三菱ＵＦＪ信託銀行が 2019年 11月に設立した「ＳＴ研究コンソーシアム」の第２期

ワーキング・グループ（2021年 10月６日発足）は、2023年度を目処に、大阪デジタ

ルエクスチェンジと三菱ＵＦＪ信託銀行（株）が開発、提供するデジタル証券の発行・

管理プラットフォームである「Progmat（プログマ）13」を活用したＳＴの二次流通市

場の形成を目指す方針を示している 14。 

  こうした実証実験等を通じて、大手金融グループが構築しているＳＴの発行プラッ

トフォームをそれぞれ連携できるようにするデータの標準化やルールの策定、ＳＴの

二次流通市場の形成等への期待が高まっている。 

 

３．Ｈａｓｈ ＤａｓＨ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（株）の挑戦 

 ここまで、実行計画の内容を概観すると

ともに、資金調達手段の一つであるＳＴに

ついて簡単に解説した。 

 以下３では、ＳＴ事業の展開に挑戦する

Ｈａｓｈ ＤａｓＨ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（株）

の事例を紹介する。 

 取材にあたっては、同社の三好美佐子取

締役（図表３）に、貴重なお時間をいただい

た。この場をお借りしてお礼申し上げたい。

なお、三好取締役は、東海東京証券、インベ

スコ、プルデンシャル、ソシエテジェネラル

でマーケティング、カスタマーサービス、商

 
10 （株）LIFULL が 2020 年 10 月 20 日に公表したニュースリリース（https://lifull.com/news/18693/）を参照。 
11 出資比率は、ＳＢＩ ＰＴＳホールディングス（株）が 70％、（株）三井住友フィナンシャルグループが 20％、野村
ホールディングス（株）が５％、（株）大和証券グループ本社が５％である。 
12 （株）三井住友フィナンシャルグループホームページ（https://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20220606_01.pdf）を
参照。 
13 三菱 UFJ 信託銀行（株）ホームページ（https://www.tr.mufg.jp/progmat/）を参照。 
14 詳細はＳＢＩホールディングスホームページ（https://www.sbigroup.co.jp/news/pr/2021/1006_12685.html）およ
び三菱 UFJ 信託銀行（株）ホームページ（hhttps://www.tr.mufg.jp/sustainability/efforts04.html）を参照。 

（図表３）取材に応じていただいた三好取締役 

 
 

   （備考）同社提供 
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品開発等を経験した。その後、ユナイテッドワールド証券でのＢｔｏＢビジネス構築や

大手銀行でのダイレクトマーケティング等に関わり、ＯｎｅＴａｐＢＵＹ（現ＰａｙＰ

ａｙ証券）および同社の創業に関わってきた経歴を持つ。 

（１）同社の概要 

  同社は、Ｈａｓｈ ＤａｓＨ（株）（金融商品取引業）および（株）ＣＲＵＤＩＳＴ

（システム開発）の子会社２社を傘下に持つ金融持ち株会社である。社員数は約 50名

であり、Ｈａｓｈ ＤａｓＨ（株）は、ＳＴのみを取り扱うわが国唯一の証券会社であ

る。 

  同社は、スマートフィナンシャル（株）（資本金 5,000万円）を買収し、2020年１

月 22日に、社名を、現在のＨａｓｈ ＤａｓＨ（株）に変更したうえで、第一種金融

商品取引業者の登録を行った。 

  2022年４月８日には、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の国際

規格「ＩＳＯ／ＩＥＣ27001」の認証 15を約半年間かけて取得した。なお、この取得に

より、自社開発しているＳＴのプラットフォーム「Ｈａｓｈ ＤａｓＨ Ｃｈａｉｎ」
16がグローバル水準で安全性と信頼性を確保できていることの証しにするとともに、

経済産業省の「新事業特例制度 17」に申請する準備も整えることができた。 

（２）ＳＴを駆使した「地方創生」への取組み 

  現在、当社は、ＳＴを活用した不動産投資商品の開発に力を入れている。 

    2022年２月 25日に、国内最大級の不動産情報サイト「ＬＩＦＵＬＬ ＨＯＭＥ’Ｓ」

を運営する（株）ＬＩＦＵＬＬと資本・業務提携をした。ＳＴは、不動産情報サービ

ス事業者であるＬＩＦＵＬＬにとって、「出口戦略（運用後の物件処分）」の選択肢

の一つとして関心が高い。 

  こうした中、同社の主要株主の一社である（株）青山財産ネットワークス 18からの

提案で、静岡市呉服町にある「札の辻クロス 19」（図表４）を投資対象とした「毎月

分配│家賃収入ファンド・静岡呉服町」を、金融庁による変更登録手続きを含めて約

２年かけて組成し、2022 年７月 29 日に公表した（図表５）。契約手続きはインター

ネットで完結し、申込み単位は１口以上１口単位で１口 10 万円と小口であり、募集

（発行）総額は 29億 2,000万円である。 

 
15 情報セキュリティマネジメントの方針や実施方法が具体的に定まっていて、日常業務の中で運用されている証
明となる認証。詳細は、情報マネジメントシステム認証センターホームページ（https://isms.jp/）を参照。 
16 Hash DasH（株）を管理者とする「プライベート型」である。 
17 企業における個々の事業内容に即した規制改革を進めていくことを目的に創設された制度。詳細は、経済産
業省ホームページ（https://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseid 
osuishin/）を参照。 
18 財産コンサルティング分野における数少ない上場企業であり、個人投資家や企業オーナーに対し、総合財産
コンサルティングサービスを提供している。 
19 静岡市の中心街「おまち」に位置する再開発ビル。JR 静岡駅から徒歩約 10 分で、呉服町通りのランドマーク
的な存在。 
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（図表４）投資対象物件 

 
（備考）同社提供 

 

（図表５）本商品のスキーム（概要） 

 
（備考）同社提供 
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  当該ファンドは、静岡市が独自に推進するＣＣＲＣ 20構想（Continuing Care 

Retirement Community）とニーズが合致している。そのため、ＳＤＧｓの目標３「す

べての人に健康と福祉を」および目標 11「住み続けられるまちづくり」の趣旨に沿う

ものとなっている。すなわち、小口化等の資産運用としてのメリット（投資家は少額

で優良な不動産物件に投資できる等）に加えて、ＳＤＧｓ支援にも貢献できる商品設

計となっている。 

  金融商品取引法下のＳＴ（＝デジタル証券）を活用した資金調達として、当該ファ

ンドは、国内で８番目の事例となる。なお、2022年７月末現在、デジタル証券での資

金調達市場規模は、約 100億円と言われる。ただし、ＳＴの分配金や売却・償却にか

かる税金等のルールが明文化されていない等、ＳＴを巡る法制度は確立しておらず、

「黎明期」にあると言えよう。 

 

（３）ＳＴを駆使した今後の挑戦 

  当社としては、当面、ＳＴを活用した不動産投資商品のラインナップ拡充に努めて

いくことで、投資商品としてのＳＴの認知度を向上させたい意向を強く持っている。 

  将来は、ブランド牛を含む畜産物やダイヤモンドに代表される貴金属等に投資対象

を広げていく。また、上述したファンドのとおり、ＳＤＧｓ支援にも貢献できる等の

社会的意義を重視した投資商品の開発により一層努めていきたい。 

  そのほか、現在、国内外で「脱炭素」が注目される中、地域金融機関から、二酸化

炭素排出権取引 21でのＳＴの活用について相談を受けていることから、「脱炭素」に

対しても積極的に対応していきたいと考えている。 

 

４．セキュリティトークン（ＳＴ）の活用で期待される資金調達手段の多様化 

 上記３で紹介したＨａｓｈ ＤａｓＨ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（株）は、ＳＴ業界が「黎明

期」にある中、ＳＴの取扱いのみに特化して、その認知度の向上に努めている。また、

ＳＴは、商品設計次第ではＳＤＧｓや地方創生に貢献できる等、社会的意義の高い投資

対象に馴染む。さらに、小口化が可能であるため、個人投資家にとって、少額で優良な

不動産物件に投資できるとともに、相続や譲渡、贈与にも適した投資商品といえよう。 

 今後、税制を含めてルールが明文化されれば、ＳＴは、さまざまな分野で、投資商品

として広がりを期待できよう。 

 また、２（２）で述べた実証実験等で明らかになった課題が解消され、ＳＴの普及が

進んでいけば、日本総合研究所（2021）が示している、証券保管振替機構とは別のシス

 
20 医療や介護が必要になってもケアを受けながら生涯にわたって住み続けられる高齢者コミュニティのこと。 
21 個別の企業や国に対して温室効果ガスの排出枠（排出を許される量）を割り当て、各企業・国はその排出枠を
超えないように、排出する二酸化炭素量を抑える必要がある。割り当てられた排出量を超えそうな企業や事業所
は、別の企業・事業所から排出枠の取引（トレード）を行える仕組み。 
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テムで発行、管理されるＳＴビジネスが構築されるのではないだろうか（図表６）。企

業（発行体）にとっては資金調達手段の多様化につながり、投資家にとっては新たな投

資機会の獲得につながることが期待されよう。 

                                  以 上 

                                （藁品 和寿） 

＜参考文献＞ 

・ 内閣官房（2022年６月７日）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画～人・技術・ス

タートアップへの投資の実現～」 

・ 株式会社日本総合研究所 先端技術ラボ（2021 年６月１日）「セキュリティトークンの概説と動

向」 

・ 大久保潤（2021 年３月 16 日）「（前編）新しい資金調達/投資の仕組みセキュリティー（証券）

トークンって何！？」株式会社ＮＴＴデータ 

・ 村松健（2021 年６月 22 日）「金融機関から見るＳＴＯ（Security Token Offerng）の現状と課

題」The Finance 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表６）セキュリティトークンビジネスの全体像 

 
（出所）日本総合研究所（2021）p.３ 
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【産業企業情報バックナンバーのご案内】 

号 数 題   名 発行年月 

2020－12 
新型コロナ感染拡大の裏に潜む中小企業の人手不足問題 
―ダイバーシティ推進と生産性向上が求められる― 

2021 年 ３月 

2020－13 
中小企業は「後継者不在」へいかに対応すべきなのか④ 
～事業承継を模索するなかでの「廃業という選択肢」の可能性～ 

2021 年 ３月 

2021ー１ 
全国中小企業景気動向調査からみたコロナ禍における中小企業の動向 
―業況は低水準ながら前向きな事業戦略を進める企業も― 

2021 年 ４月 

2021ー２ 
中小企業は「後継者不在」へいかに対応すべきなのか(総括編) 
～「早めの対応が不可欠」であることの再認識を～ 

2021 年 ５月 

2021－３ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」(導入編) 
―数々の危機を乗り越えてきた｢長寿企業｣の経営が示唆するものとは― 

2021 年 ６月 

2021－４ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」①(製造業編) 
―変革に挑み続ける製造業の長寿企業の危機対応事例― 

2021 年 ６月 

2021－５ 
全国中小企業景気動向調査からみた中小企業の動向 
―依然続くコロナ禍の被害、前向きな事業戦略を進める企業も― 

2021 年 ７月 

2021－６ 
信用金庫の視点でひも解く 2021 年版中小企業白書･小規模企業白書 
―新型コロナウイルス感染症拡大を受けた中小企業と小規模事業者― 

2021 年 ８月 

2021－７ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」②(建設業編) 
―同業者等との“連携”に活路を見出す建設業の長寿企業の危機対応事例― 

2021 年 ９月 

2021－８ 
全国中小企業景気動向調査からみた中小企業の動向 
―人手不足、仕入困難に悩まされる中小企業― 

2021 年 10 月 

2021－９ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」③（商業編） 
―“不変の原理”を拠り所とする卸売業・小売業の長寿企業の危機対応事例― 

2021 年 12 月 

2021－10 
全国中小企業景気動向調査からみた中小企業の動向 
―仕入の困難と人手不足が深刻化―    

2022 年 １月 

2021－11 
中小企業における新型コロナウイルス感染拡大の影響と 
「ポストコロナ」に向けた課題の整理 

2022 年 ２月 

2021－12 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」④（飲食･宿泊業編） 
―新型コロナウイルス感染拡大に直面する飲食･宿泊業の長寿企業の危機対応
事例― 

2022 年 ３月 

2022－１ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて① 
―「脱炭素」の潮流― 

2022 年 ４月 

2022－２ 
全国中小企業景気動向調査からみた中小企業の動向 
―仕入困難が深刻化― 

2022 年 ４月 

2022－３ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて② 
―信用金庫として知っておきたい「脱炭素」のキーワード― 

2022 年 ５月 

2022－４ 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」（総括編） 
―事業存続の危機を乗り越えてきた長寿企業の“レジリエンス（復元力）”― 

2022 年 ５月 

2022－５ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて③ 
-「地域脱炭素」の推進に向けた信用金庫への期待- 

2022 年 ６月 

2022－６ 
脱「価格競争」を実現する中小企業の「価値創造」とは（問題提起編） 
―付加価値額の確保･増大へ向けて中小企業はいかに「価値創造」へ取り組む
べきなのか― 

2022 年 ６月 

2022－７ 
脱「価格競争」を実現する中小企業の「価値創造」とは①（製造業編） 
―技術力やブランド力による「価値創造」が収益力向上へのキーワード― 

2022 年 ６月 

2022－８ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて④ 
―企業における「脱炭素経営」の促進に向けて― 

2022 年 ７月 

2022－９ 
ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて⑤ 
―「地域脱炭素」に向けた地球温暖化対策の推進― 

2022 年 ７月 

2022－10 
生の声から読み解く中小企業の実態 
―全国中小企業景気動向調査（2022 年４－６月期）より― 

2022 年 ７月 

＊バックナンバーの請求は信金中央金庫営業店にお申しつけください。 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 活動状況 
（2022 年 7 月実績） 

○レポート等の発行状況 

発行日 レポート分類 通巻 タ イ ト ル 

22.7.1 ニュース＆トピックス 2022-37 信用金庫の個人ローン残高の動向(2021 年度末) 

22.7.1 ニュース＆トピックス 2022-38 信用金庫の住宅ローン残高の動向(2021 年度末) 

22.7.1 ニュース＆トピックス 2022-39 信用金庫のカードローン等残高の動向(2021年度末) 

22.7.1 ニュース＆トピックス 2022-40 信用金庫の地公体向け貸出の動向(2021 年度末) 

22.7.1 ニュース＆トピックス 2022-41 信用金庫の事業性貸出金残高の動向(2021 年度末) 

22.7.4 ニュース＆トピックス 2022-42 信用金庫の定期預金残高の動向(2021年度末) 

22.7.4 ニュース＆トピックス 2022-43 信用金庫の定期積金残高の動向(2021年度末) 

22.7.4 ニュース＆トピックス 2022-44 信用金庫の不動産業向け貸出の動向(2021 年度末) 

22.7.4 ニュース＆トピックス 2022-45 信用金庫の事業性貸出先数の動向(2021 年度末) 

22.7.4 ニュース＆トピックス 2022-48 ｢地方公共団体実行計画制度｣の実効性の確保に向けて 

22.7.4  内外金利・為替見通し  2022-4  
日銀は強力な緩和策を継続すると見込まれ、イールドカーブを低位安定

へ 

22.7.5 ニュース＆トピックス 2022-49 脱炭素社会の実現に向けて期待される企業の｢脱炭素経営｣ 

22.7.11 ニュース＆トピックス 2022-50 シアターラーニング研修について 

22.7.13 ニュース＆トピックス 2022-53 信用金庫の女性職員比率の動向(2021年度末) 

22.7.13 ニュース＆トピックス 2022-54 信用金庫の個人預金口数の動向(2021年度末) 

22.7.13 ニュース＆トピックス 2022-55 信用金庫の個人向け貸出先数の動向(2021 年度末) 

22.7.13 ニュース＆トピックス 2022-56 信用金庫の医療・福祉向け貸出の動向(2021年度末) 

22.7.13  ニュース＆トピックス  2022-57  
2022年 6 月末の信用金庫の預金・貸出金動向(速報) 

－預金は 1.7％増、貸出金は 0.1％増－ 

22.7.13  産業企業情報  2022-8  
ポスト・コロナを見据えた｢脱炭素｣の実現に向けて④ 

－企業における｢脱炭素経営｣の促進に向けて－ 

22.7.14 ニュース＆トピックス 2022-58 ｢新しい資本主義｣で期待されるセキュリティトークンの活用 

22.7.15 

 

中小企業景況レポート 

 

188 

 

4～6 月期業況は 2 四半期ぶりの改善 

【特別調査－混迷する経済社会情勢と中小企業経営】 

22.7.15 

 

産業企業情報 

 

2022-9 

 

ポスト・コロナを見据えた｢脱炭素｣の実現に向けて⑤ 

－｢地域脱炭素｣に向けた地球温暖化対策の推進－ 

22.7.19 

 

ニュース＆トピックス 

 

2022-59 

 

中小企業における価格転嫁は道半ば、販売価格の引上げが不可欠 

－全国中小企業景気動向調査の結果から－ 

22.7.25 ニュース＆トピックス 2022-60 グリーンボンドガイドライン等(2022年版)の改訂のポイント 

22.7.28 

 

産業企業情報 

 

2022-10 

 

生の声から読み解く中小企業の実態 

－全国中小企業景気動向調査(2022年 4－6 月期)より－ 

 
○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ イ ト ル 主 催 講演者等 

22.7.7 主要経済指標の見方 さがみ信用金庫 奥津智彦 

22.7.7 信用金庫の歴史と最近の動向 目黒信用金庫 刀禰和之 

22.7.13 ウクライナ･ロシア紛争は中小企業に何をもたらすのか？  大分県中小企業家同友会中津支部 鉢嶺 実 

22.7.30  
信用金庫業界のネットワークを活用した地域活性化への取

組み 
地域デザイン学会  大野英明  

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 
https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 
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